
政府系金融機

関からの低利

融資（中小） 
39.0% 

経営革新計画

承認企業を対

象とした都道

府県の補助金 
26.8% 

政府系金融機

関からの低利

融資（国民） 
9.8% 

販路開拓コー

ディネート 
7.3% 

信用保証の特

例 4.9% 

中小企業総合

展 2.4% 

特許料の減免

措置 4.9% 
審査請求料の

減免措置 
4.9% 

令和元年度 経営革新計画 終了企業アンケート結果 

                              令和 2年 1月 

                                          経 営 革 新 課              

 

 

 

 

 

 

１ 経営革新内容 

 
２ 申請した理由（複数回答）                      ３ 活用した支援策（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の達成状況                   ５ 経営革新が全体の事業に占める割合 
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0 5 10 15 20 25 30

役務の新たな提供方式の導入その他の新たな事業活動 

商品の新たな生産又は販売方式の導入 

新役務の開発又は生産 

新商品の開発又は生産 

〇 調査対象 平成 30年 10 月～令和元年 9月の間に事業計画期間を終了した 

中小企業（組合等を含む） 

〇 調査企業 104 社 

〇 回答企業  46 社(回答率 44.2%) 

目標以上

の達成状

況である 
2.2% 

ほぼ目標

通りの達成

状況である 
32.6% 

目標よりも

やや低い

達成状況で

ある 
30.4% 

目標よりも

大幅に低い

達成状況で

ある 
28.3% 

計画を断念

した 
6.5% 

様々な支援

措置を受け

たかったから 
29.0% 

経営目標を

明確化する

ため 15.1% 

社内意識向

上のため 
6.5% 

信用力向上

のため 19.4% 

宣伝，営業活

動のため 
9.7% 

支援機関な

どに勧められ

たから 20.4% 

32.6% 

28.3% 

23.9% 

10.9% 

4.3% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

２割未満 

２～４割 

４～６割 

６～８割 

８割超 



６ 経計画の達成状況（数値目標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 付加価値額が伸びた，伸びなかった理由（複数回答） 

 

伸びた理由 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伸びなかった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

53.5% 

達成 

46.5% 

経常利益（１％以上） 

未達成 

60.5% 

達成 

39.5% 

付加価値額（３％以上） 

未達成 

60.5% 

達成 

39.5% 

一人あたりの付加価値額 
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0 2 4 6 8 10

業界・市場の調査分析がうまくいかなかったため 

新規の販路開拓等がうまくいかなかったため 

既存の顧客への満足度を高めることができなかったため 

組織・事業の実施体制の編成・管理がうまくいかなかったため 

よい人材の確保ができなかったため 

外部資源をうまく活用できなかったため 

技術開発が予定どおりにいかなかったため 

特許、実用新案等、知的財産権の取得がうまくできなかったため 

設備導入がうまくいかなかったため 

経営者が主体的に経営革新に取り組まなかったため 

需要・受注量の減少ため 

コスト削減要求の激化ため 

競争激化のため 

その他 
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新規の販路開拓等がうまくいったため 

既存の顧客への満足度が高まったため 

組織・事業の実施体制の編成・管理がうまくいったため 

よい人材の確保ができたため 

技術開発が予定どおりにいったため 

特許、実用新案等、知的財産権の取得がうまくいったため 

設備導入が予定どおりいったため 

資金調達が順調にできたため 

経営者が主体的に経営革新に取り組んだため 

支援策を活用し、効率が上がったため 

計画の実施事業が無理のない適切なものだったため 

状況の変化に合わせ，計画の内容を臨機応変に変更したため 



達成 
41.3% 

未達成 
39.1% 

不明 
19.6% 

８ 従業員の雇用状況 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 承認を受けてよかった点（複数回答）   
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0 5 10 15 20 25

その他 

大手企業との取引が可能となった 

新規取引先が増えた 

問い合わせが多くなった 

宣伝，営業が行いやすくなった 

知名度・信用力が向上した 

知名度・信用度・顧客満足度の向上 
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14 

14 

15 

0 5 10 15 20

その他 

対外的信用が増し，新たな取引先が確保できた 

自社の新製品を開発することができた 

客観的評価が可能になった 

計画を立てる方法がわかった 

技術力・開発力の向上 
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20 
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20 

0 5 10 15 20 25

その他 

金融機関への信用力が向上した 

借入枠や保証枠が広がった 

民間金融機関からの融資が受けやすくなった 

政府系金融機関からの融資が受けやすくなった 

政府系金融機関による低利・長期融資が受けられた 

資金調達 
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18 

15 
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11 

0 5 10 15 20

その他 

計画の実行性が増した 

中・長期計画の立案が可能となった 

役割分担や責任等が明確になった 

社内の意識付けが可能となった 

経営全般 



１０ 経営革新計画終了後の対応すべき重点課題 
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業界・市場の調査分析の充実 

新規の販路開拓 

広告・宣伝力の向上 

市場・消費者ニーズの多様化への対応 

競争激化（新規参入等）への対応 

新商品・新サービスの企画立案 

新事業の計画やビジネスプラン作成 

海外進出（新規進出） 

海外事業の更なる展開（既存の海外事業の効率的・効果的な展開） 

特許，実用新案等，知的財産権の取得 

模倣品の横行による知的財産権の侵害への対応 

営業人材の確保 

技術開発人材の確保 

生産技術（組み付けや加工も含む）人材の確保 

従業員の動機づけ 

従業員の高齢化への対応 

後継者の育成 

過剰設備の改善 

設備投資の推進（設備の老朽化，性能不能等の解決） 

組織・事業の実施体制の適切な編成・管理 

経営者自らによる主体的な事業の推進 

外部資源（コンサルタント等）の適切な活用 

産学連携 

大企業との連携（産産連携） 

必要な運転資金・設備資金の確保 

金融機関との信用状況の改善・向上 

借入依存度の低下 

直接金融実施に関するノウハウ・知見の充足 

代金回収の効率化（掛売り代金等） 

品質の高度化，高性能化への対応 

需要・受注量の減少への対応 

スピードへの対応（開発や生産，流通等） 

販売単価減・発注元のコスト削減要求の激化への対応 

多品種少量生産に伴うコスト増への対応 

多頻度配送の増加への対応 
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１１ 意見・要望 

a.経営革新支援施策の認知度について 

満足 36.4% 

やや満足 22.7% 

どちらとも言えない 34.1% 

やや不満 6.8% 

不満 0.0% 

改善すべき点・要望点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

b.相談・アドバイスについて 

満足 43.2% 

やや満足 25.0% 

どちらとも言えない 29.5% 

やや不満 0.0% 

不満 2.3% 

改善すべき点・要望点 
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積極的な提案型アドバイスの実施・充実 

経営革新支援制度以外の支援策の適切な情報提供 

事業の実施に合わせて利用可能な支援策のタイムリーな情報提

供 

フォローアップ調査結果に基づく適切なアドバイス実施 

派遣専門家によるアドバイス内容のレベル向上 

派遣専門家に係る派遣費用負担の軽減 

窓口相談員によるアドバイス内容のレベル向上 

相談内容によって担当窓口が異なる点の改善 

窓口が多すぎるため，まず始めどこにいったらよいのか判らない点

の改善 
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0 5 10 15 20

民間の専門家（公認会計士，弁護士，税理士，中小企業診断士，

技術士等）への認知度向上 

公的支援機関への認知度向上 

業界団体や経済団体，地域内の各種団体に対する認知度向上 

政府系金融機関への認知度向上 

民間金融機関への認知度向上 

世間一般に対する経営革新支援制度に対する認知度 



ｃ,経営革新計画に係る申請手続き等について 

満足 30.2% 

やや満足 20.9% 

どちらとも言えない 46.5% 

やや不満 0.0% 

不満 2.3% 
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0 5 10 15 20 25

経営革新計画の柔軟な変更・修正 

フォローアップ調査や経営革新計画終了調査のパソコンによ

るインターネットでの回答 

フォローアップ調査や経営革新計画終了企業調査における企

業訪問形式の調査の実施 

経営革新計画終了調査における負担軽減（調査票の簡略化

等） 

フォローアップ調査における負担軽減（調査票の簡略化等） 

パソコンによる電子申請の実施 

都道府県担当の対応の迅速化 

計画承認後の各種支援策への申請の簡略化（二重申請の負

担軽減） 

経常利益の目標伸び率の設定の緩和 

付加価値額又は一人当たり付加価値額の目標伸び率の設定

の緩和 

会社内使用の書類による申請書類の様式の代替 

経営革新計画の申請書類の簡略化 



d,金融機関からの支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

満足 55.6% 

やや満足 8.9% 

どちらとも言えない 24.4% 

やや不満 8.9% 

不満 2.2% 
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その他 

開発設備資金の借り入れの円滑化 

都道府県や国からの直接融資の実施 

保証協会の保証取得制度の緩和，保証枠の拡大 

支援を受けた後の報告の簡易化（提出書類を減らす等） 

融資の審査における事業内容やビジネスプランの重視 

融資の審査期間の短縮 

無担保融資の額の増加 

担保条件の緩和 

融資額の増加 

融資制度についての積極的なアドバイス 

支援を受けた後の報告の簡易化（提出書類を減らす等） 

融資の審査における事業内容やビジネスプランの重視 

融資の審査期間の短縮 

無担保融資の額の増加 

担保条件の緩和 

融資額の増加 

融資制度についての積極的なアドバイス 
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他
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e，資金調達以外の支援について 

満足 39.5% 

やや満足 4.7% 

どちらとも言えない 46.5% 

やや不満 7.0% 

不満 2.3% 
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都道府県ごとに異なる各種支援策の統一 

経営革新計画の実施期間にあった継続性のある支援の充実 

支援策全般における利用方法や手続きの簡素化 

公的支援機関の敷居の低下，身近に活用できるよう更なる開

放促進 

経営革新計画承認企業のみに出店を限定した展示会やビジ

ネスマッチングイベントの開催 

事業の共同実施者や外部経営資源とのマッチング支援の追

加・充実 

企業訪問の更なる積極的な実施 

経営革新計画承認のアピールに資する証明書・マーク等の発

行 

優良事例表彰や優良モデル企業指定の実施 

行政側作成による事例集やパンフレットによる広告の更なる

充実 

経営革新計画承認企業の世間一般に対する広いアピール

（新聞や情報誌等によって） 

自社の取り組みをアピールする機会の設定（セミナー等にお

いて） 

経営革新計画の承認企業同士の交流会・イベントの開催 

支援策投入の是非を含めた総合的な企業診断，経営コンサ

ルティングの充実 

サービス業向けの支援策の追加・充実 

技術支援・製品開発に対する具体的指導と支援の追加・充実 

新製品・新サービス開発企画に対する具体的指導と支援の追

加・充実 

マーケティング手法実施の具体的指導と支援の追加・充実 

販売代理や販売代行の支援の追加・充実 


